
「広域降灰対策に資する降灰予測情報に関する検討会」の開催趣旨

大規模噴火発生時の広域降灰対策について、令和２年の中央防災会議のWG報告書※1を踏ま
え、今年度、内閣府では「首都圏における広域降灰対策検討会」を開催しているところ。関係省庁や
地方公共団体等の広域降灰対策に係る考え方や留意点等の検討が進められており、トリガー情報※2
及び見通し情報※3の必要性とともに、同情報の方向性が示された。

＜参考＞「大規模噴火時の広域降灰対策について ―首都圏における降灰の影響と対策― ～富士山噴火をモデルケースに～ （報告）」抜粋
【噴火の推移、降灰の推移の情報提供について】
・大規模噴火時の降灰への対応のトリガーとなる大規模噴火発生の情報及び情報を発表する体制等の検討が必要である。
・大規模噴火時には、噴火の推移に応じた降灰の見通しを、予測の限界・特性と合わせて、逐次提供する方法の検討が必要である。

【本検討会で行う検討】
現在気象庁で発表している降灰予報は、1㎜以上の降灰量を同一のカテゴリーで扱うなど、大規模
噴火時の広域降灰を想定した情報体系とはなっていない。内閣府の検討会の内容を具体化するため
に、「広域降灰対策に資する降灰予測情報に関する検討会」を気象庁で開催し、全国の火山を対象
に、大規模噴火時の広域降灰に対応した新たな降灰予測情報についての検討を行う。
なお、降灰の広域的な観測状況の収集・把握については、内閣府の検討会にて検討されているため、
本検討会の論点とはしない。

※1 中央防災会議 大規模噴火時の広域降灰対策検討WG 「―首都圏における降灰の影響と対策―～富士山噴火をモデルケースに～（報告）」 （R2.4.7）
※2 大規模噴⽕時の降灰への対応のトリガーとなる大規模噴⽕発生の情報
※3 大規模噴⽕時、噴⽕の推移に応じた降灰の見通し情報
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「広域降灰対策に資する降灰予測情報に関する検討会」のスケジュール（案）

第1回（本日）
開催趣旨と今後の進め方
国・地方公共団体における広域降灰対策の検討状況
降灰予報と降灰予測技術の現状
本検討会における課題と論点

降灰の厚さに応じた呼びかけ内容と警報化の要否
大規模噴火時の降灰への対応のトリガーとなる大規模噴火発生の情報のあり方
大規模噴火発生時の噴火推移に応じた降灰の見通しの情報のあり方

第2回（2月中旬を想定）
第1回の議論を踏まえた検討
大規模噴火時の広域降灰に資する降灰予測情報の案
噴火前に提供する降灰に関する情報のあり方の検討
報告書の骨子案の確認

第3回（3月下旬を想定）
第2回の議論を踏まえた検討
報告書案の検討

報告書公表（4月以降を想定）
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